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平成 30年 1月期（平成 29年 7月 9日～平成 30年 1月 8日）決算短信 
 平成 30年 2月 15日 

 

フ ァ ン ド 名 Ｏｎｅ ＥＴＦ ＪＰＸ／Ｓ＆Ｐ 設備・人材投資指数 

コ ー ド 番 号 1484 上 場 取 引 所 東証 

連動対象指標 ＪＰＸ/Ｓ＆Ｐ 設備・人材投資指数 売 買 単 位 １０口 

主要投資資産 株式 

管 理 会 社 アセットマネジメント One株式会社 

Ｕ Ｒ Ｌ http://www.am-one.co.jp 

代 表 者 名 取締役社長 西 惠正 

問合せ先責任者 投資信託ディスクロージャー部 三木谷 正直 TEL (03)-6774-5100 

    

有価証券報告書提出予定日 平成30年 4月 6日   

分配金支払開始日 平成30年 2月 16日   
 

Ⅰ ファンドの運用状況 
 
１．平成 30年 1月期の運用状況（平成 29年 7月 9日～平成 30年 1月 8日） 
 
(1)資産内訳                                                            （百万円未満切捨て） 

 
主要投資資産 

現金・預金・その他の資産 
（負債控除後） 

合計（純資産） 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

 百万円 % 百万円 % 百万円 % 

平成 30年 1月期 69,292 (97.9) 1,498 (2.1) 70,791 (100.0) 
平成 29年 7月期 60,531 (98.1) 1,179 (1.9) 61,711 (100.0) 

 
(2)設定・交換実績 

 
前計算期間末 
発行済口数(①) 

設定口数(②) 交換口数(③) 
当計算期間末 
発行済口数 
(①＋②－③) 

 千口 千口 千口 千口 

平成 30年 1月期 43,130 13,265 14,471 41,924 
平成 29年 7月期 51,249 13,658 21,777 43,130 

 
(3)基準価額 

 
総資産 
(①) 

負債 
(②) 

純資産 
(③(①－②)) 

100口当たり基準価額 
((③/当計算期間末発行済口数)×100) 

 百万円 百万円 百万円 円 

平成 30年 1月期 71,501 709 70,791 168,856 
平成 29年 7月期 62,510 798 61,711 143,079 

 
(4)分配金 

 100口当たり分配金 

 円 

平成 30年 1月期 1,320 
平成 29年 7月期 1,660 

 
２．会計方針の変更 

① 会計基準等の改正に伴う変更 無 

② ①以外の変更 無 

http://www.am-one.co.jp/
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Ⅱ 財務諸表等 

【Ｏｎｅ ＥＴＦ ＪＰＸ／Ｓ＆Ｐ 設備・人材投資指数】 

（１）【貸借対照表】 

  （単位：円） 

 
第2期 

平成29年7月8日現在 
第3期 

平成30年1月8日現在 

資産の部   
流動資産   

コール・ローン 1,771,879,679 1,950,360,553 
株式 60,531,827,680 69,292,981,450 
派生商品評価勘定 3,878,940 69,769,404 
未収入金 2,427,840 27,532,560 
未収配当金 136,631,587 107,456,950 
前払金 3,472,408 3,097,408 
差入委託証拠金 60,141,768 50,649,684 
流動資産合計 62,510,259,902 71,501,848,009 

資産合計 62,510,259,902 71,501,848,009 
負債の部   

流動負債   
派生商品評価勘定 1,122,592 － 
前受金 12,521,768 74,864,684 
未払収益分配金 715,971,794 553,403,809 
未払受託者報酬 8,400,329 8,498,798 
未払委託者報酬 48,120,535 48,679,006 
未払利息 3,960 7,473 
その他未払費用 12,848,507 24,465,123 
流動負債合計 798,989,485 709,918,893 

負債合計 798,989,485 709,918,893 
純資産の部   

元本等   
元本 ※１ 53,784,146,257 ※１ 52,279,890,157 
剰余金   

期末剰余金又は期末欠損金（△） 7,927,124,160 18,512,038,959 
（分配準備積立金） 2,649,784 4,063,147 

元本等合計 61,711,270,417 70,791,929,116 
純資産合計 61,711,270,417 70,791,929,116 

負債純資産合計 62,510,259,902 71,501,848,009 
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（２）【損益及び剰余金計算書】 

  （単位：円） 

 
第2期 

自 平成29年1月9日 
至 平成29年7月8日 

第3期 
自 平成29年7月9日 
至 平成30年1月8日 

営業収益   
受取配当金 795,708,142 635,731,154 
受取利息 191 949 
有価証券売買等損益 1,117,915,109 10,082,706,748 
派生商品取引等損益 82,687,452 282,909,828 
その他収益 627,389 1,103,462 
営業収益合計 1,996,938,283 11,002,452,141 

営業費用   
支払利息 453,770 524,361 
受託者報酬 8,400,329 8,498,798 
委託者報酬 48,120,535 48,679,006 
その他費用 ※１ 25,185,109 ※１ 24,316,228 
営業費用合計 82,159,743 82,018,393 

営業利益又は営業損失（△） 1,914,778,540 10,920,433,748 
経常利益又は経常損失（△） 1,914,778,540 10,920,433,748 
当期純利益又は当期純損失（△） 1,914,778,540 10,920,433,748 
一部交換に伴う当期純利益金額の分配額又は一部交

換に伴う当期純損失金額の分配額（△） 
－ － 

期首剰余金又は期首欠損金（△） 7,696,672,976 7,927,124,160 
剰余金増加額又は欠損金減少額 2,763,195,470 4,000,241,680 

当期追加信託に伴う剰余金増加額又は欠損金減少

額 
2,763,195,470 4,000,241,680 

剰余金減少額又は欠損金増加額 3,731,551,032 3,782,356,820 
当期一部交換に伴う剰余金減少額又は欠損金増加

額 
3,731,551,032 3,782,356,820 

分配金 ※２ 715,971,794 ※２ 553,403,809 
期末剰余金又は期末欠損金（△） 7,927,124,160 18,512,038,959 
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（３）【注記表】 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１． 有価証券の評価基準及び評価方法 株式 

  移動平均法に基づき、原則として時価で評価しております。時価評価にあ

たっては、金融商品取引所等における最終相場（最終相場のないものにつ

いては、それに準ずる価額）、又は金融商品取引業者等から提示される気

配相場に基づいて評価しております。 

   

２． デリバティブ等の評価基準及び評

価方法 

先物取引 

  個別法に基づき、原則として時価で評価しております。時価評価にあたっ

ては、原則として、計算日に知りうる直近の日の主たる金融商品取引所等

の発表する清算値段又は最終相場によっております。 

   

３． 収益及び費用の計上基準 受取配当金 

  原則として、配当落ち日において、確定配当金額又は予想配当金額を計上

しております。 

 

（貸借対照表に関する注記） 

項目 
第2期 

平成29年7月8日現在 

第3期 

平成30年1月8日現在 

１． ※１ 期首元本額 63,907,521,705円 53,784,146,257円 

  期中追加設定元本額 17,032,648,300円 16,542,203,200円 

  期中一部交換元本額 27,156,023,748円 18,046,459,300円 

     

２．  受益権の総数 43,130,831口 41,924,531口 
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（損益及び剰余金計算書に関する注記） 

項目 

第2期 

自 平成29年1月9日 

至 平成29年7月8日 

第3期 

自 平成29年7月9日 

至 平成30年1月8日 

１． ※１ その他費用 その他費用の内訳は、監査費用

（324,375円）、ライセンス料

（19,545,919円）、その他

（5,314,815円）となっておりま

す。 

その他費用の内訳は、監査費用

（328,236円）、ライセンス料

（18,963,598円）、その他

（5,024,394円）となっておりま

す。 

     

２． ※２ 分配金の計算過程 当計算期間中に計上した受取配当

金、配当株式、受取利息及びその他

収益金から支払利息を控除した当期

配当金等収益額（795,881,952円）

及び分配準備積立金（4,445,599

円）の合計額から、経費

（81,705,973円）を控除して計算さ

れる分配対象額は718,621,578円

（100口当たり1,666円）であり、う

ち715,971,794円（100口当たり

1,660円）を分配金額としておりま

す。 

当計算期間中に計上した受取配当

金、配当株式、受取利息及びその他

収益金から支払利息を控除した当期

配当金等収益額（636,311,204円）

及び分配準備積立金（2,649,784

円）の合計額から、経費

（81,494,032円）を控除して計算さ

れる分配対象額は557,466,956円

（100口当たり1,329円）であり、う

ち553,403,809円（100口当たり

1,320円）を分配金額としておりま

す。 
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（金融商品に関する注記） 

１．金融商品の状況に関する事項 

項目 

第2期 

自 平成29年1月9日 

至 平成29年7月8日 

第3期 

自 平成29年7月9日 

至 平成30年1月8日 

１． 金融商品に対する取組方針 当ファンドは、証券投資信託であ

り、信託約款に規定する「運用の基

本方針」に従い、有価証券等の金融

商品に対して投資として運用するこ

とを目的としております。 

同左 

    

２． 金融商品の内容及び当該金融商品

に係るリスク 

当ファンドが保有する金融商品の種

類は、有価証券、デリバティブ取

引、コール・ローン等の金銭債権及

び金銭債務であります。これらは、

価格変動リスク、金利変動リスクな

どの市場リスク、信用リスク及び流

動性リスク等のリスクに晒されてお

ります。 

また、当ファンドの利用しているデ

リバティブ取引は、株価指数先物取

引であります。当該デリバティブ取

引は、信託財産が運用対象とする資

産の価格変動リスクの低減及び信託

財産に属する資産の効率的な運用に

資する事を目的とし行っており、株

価の変動によるリスクを有しており

ます。 

同左 

    

３． 金融商品に係るリスク管理体制 運用担当部署から独立したコンプラ

イアンス・リスク管理担当部署が、

運用リスクを把握、管理し、その結

果に基づき運用担当部署へ対応の指

示等を行うことにより、適切な管理

を行います。リスク管理に関する委

員会等はこれらの運用リスク管理状

況の報告を受け、総合的な見地から

運用状況全般の管理を行います。 

同左 
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２．金融商品の時価等に関する事項 

項目 
第2期 

平成29年7月8日現在 

第3期 

平成30年1月8日現在 

１． 貸借対照表計上額、時価及びその

差額 

貸借対照表上の金融商品は原則とし

てすべて時価で評価しているため、

貸借対照表計上額と時価との差額は

ありません。 

同左 

    

２． 時価の算定方法 (１)有価証券 

「（重要な会計方針に係る事項に関

する注記）」にて記載しておりま

す。 

(２)デリバティブ取引 

「（デリバティブ取引等に関する注

記）」にて記載しております。 

(３)上記以外の金融商品 

上記以外の金融商品（コール・ロー

ン等の金銭債権及び金銭債務）は短

期間で決済されるため、帳簿価額は

時価と近似していることから、当該

帳簿価額を時価としております。 

同左 

    

３． 金融商品の時価等に関する事項に

ついての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基

づく価額のほか、市場価格がない場

合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定に

おいては一定の前提条件等を採用し

ているため、異なる前提条件等に

よった場合、当該価額が異なること

もあります。また、デリバティブ取

引に関する契約額等は、あくまでも

デリバティブ取引における名目的な

契約額であり、当該金額自体がデリ

バティブ取引のリスクの大きさを示

すものではありません。 

同左 
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（有価証券に関する注記） 

売買目的有価証券 

種類 

第2期 

平成29年7月8日現在 

第3期 

平成30年1月8日現在 

当期の 

損益に含まれた 

評価差額（円） 

当期の 

損益に含まれた 

評価差額（円） 

株式 912,326,377 8,947,267,613 

合計 912,326,377 8,947,267,613 

 

（デリバティブ取引等に関する注記） 

 

株式関連 

種類 

第2期 

平成29年7月8日 現在 

第3期 

平成30年1月8日 現在 

契約額等  時価 

（円） 

評価損益 

（円） 

契約額等  時価 

（円） 

評価損益 

（円） （円） うち 

１年超 

（円） うち 

１年超 

市場取引         

         

先物取引         

         

買 建 1,170,330,000 － 1,173,110,000 2,780,000 1,415,405,000 － 1,485,200,000 69,795,000 

         

         

合計 1,170,330,000 － 1,173,110,000 2,780,000 1,415,405,000 － 1,485,200,000 69,795,000 

（注）１．時価の算定方法 

株価指数先物取引の時価については、以下のように評価しております。 

原則として計算日に知りうる直近の日の主たる取引所の発表する清算値段又は最終相場で評価しております。 

２．先物取引の残高表示は、契約額によっております。 

３．契約額等には手数料相当額を含んでおりません。 

※上記取引で、ヘッジ会計が適用されているものはありません。 

 

（関連当事者との取引に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

（1口当たり情報に関する注記） 

 
第2期 

平成29年7月8日現在 

第3期 

平成30年1月8日現在 

1口当たり純資産額 1,430.79円 1,688.56円 

（100口当たり純資産額） (143,079円) (168,856円) 

 
 


